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要旨：本研究では，梁主筋を定着板を用いて直線定着した L 形柱梁接合部における梁上端主筋拘束筋の合理

的な設計に関する検討を行った。接合部のせん断変形に伴う斜め圧縮力に抵抗するため梁上端主筋に拘束筋

を設ける方法を提案しており，斜め圧縮力の作用角度に基づき合理的な拘束筋量を検討した。拘束筋量（拘

束筋間隔）を変数とする 3 体の試験体の静的載荷実験を実施した結果，拘束筋量が構造性能および定着破壊

の発生に与える影響が明らかとなり，合理的な拘束筋設計における新たな知見が得られた。 
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1. はじめに 

 近年，RC 造建物の柱梁接合部では，組立作業の効率

化を目的に機械式定着工法が広く用いられている。しか

し，最上階 L形接合部における適切な使用方法は十分に

明らかになっておらず，定着端部での破壊が懸念されて

いる。文献 1)では梁上端主筋を直線定着した場合，構造

性能が大きく劣化することが確認されているため，L 形

柱梁接合部では通常，折り曲げ定着が採用されている。

文献 2)では機械式定着による直線定着工法の実現可能性

を検討するため，梁端部の定着破壊を防止する定着補強

筋を設け，静的載荷実験を行った結果，接合部のせん断

変形に伴う斜め圧縮力が梁上端主筋に作用し定着破壊が

発生した。上記の知見を踏まえ，文献 3)では斜め圧縮力

に抵抗する拘束筋を設ける方法を提案し（図－1），変

形角 4%まで定着破壊の発生を抑制できることを確認し

た。これにより，L 形接合部における梁主筋の定着板を

用いた直線定着の実現可能性が示された。 

文献 3)では上記の接合部のせん断変形に伴う圧縮力が

梁上端主筋に対して垂直方向に作用すると（設計上安全

側に）仮定して拘束筋量を算出した。しかし，実際には

斜め方向に作用すると考えられるため，作用圧縮力（必

要拘束筋量）を過大評価した可能性を指摘できる。 

 以上を踏まえて本研究では梁上端主筋における拘束筋

の合理的な配筋量を検討することを主目的とし，拘束筋

量（間隔）を変数とした試験体を作成し，拘束筋量が L

形接合部の構造性能に与える影響を実験的に検証した。 

 

2. 実験計画 

2.1 梁上端主筋に対する必要拘束筋量の算定 

図－1 の黒枠に示すように，文献 3)では拘束筋の引張

力 Tとコンクリートの圧縮力Cの釣り合いを，圧縮力が

主筋に対して垂直に作用すると仮定し，必要拘束筋量を

算出した。より現実的に，圧縮力の作用角度を θと仮定

すると，梁上端主筋（1 本あたり）に作用するコンクリ

ート圧縮力ΣCvは式(1)により求められる。 

𝐶 = 𝜎𝐵 × 𝑥 sin 𝜃 × 𝑑𝑏  

𝛴𝐶𝑣 = 𝛴𝐶 × sin 𝜃 = 𝜎𝐵 × 𝑙𝑎 sin2 𝜃 × 𝑑𝑏                   (1) 

 また，1 本の梁上端主筋へ直交方向に作用する拘束筋

の引張力ΣTは式(2)で表される。 

𝛴𝑇 = 𝜎𝑦 × 2𝐴 × 𝑛                                                      (2) 

 ここで，𝜎𝐵：コンクリート圧縮強度，𝑥：拘束筋間隔，

𝑑𝑏：梁主筋直径，𝑙𝑎：柱フェイスから 1 本目梁定着補強

筋端部までの距離，𝜎𝑦：拘束筋降伏強度，𝐴：拘束筋断

面積，𝑛：理論上梁主筋 1 本当たりに必要な拘束筋数で

ある。 

 式(2)の拘束筋の引張力の合計値が式(1)で評価したコ

ンクリート圧縮力を上回ることを条件とし，梁上端主筋

1 本当たりの必要拘束筋数𝑛′は式(3)により求められる。 

𝛴𝑇 ≥ 𝛴𝐶𝑣 

𝑛’ ≥
𝜎𝐵 × 𝑙𝑎 𝑠𝑖𝑛2 𝜃 × 𝑑𝑏

2𝐴 × 𝜎𝑦
                                              (3) 
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図－1 拘束筋の引張力とコンクリート圧縮力の釣り合い 
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個々の梁上端主筋に，式(3)から算出した必要拘束筋

数を満たす拘束筋を設けることを，定着破壊を抑制する

ための設計条件とみなす。後述する試験体に対する必要

拘束筋数の計算には表－1 に示す値を用いた。 

2.2 試験体計画 

 本研究では RC 造 5 階建ての共同住宅の最上階 L 形柱

梁接合部を研究対象とし，試験体は対象建物の 1/2 スケ

ールで模擬し，梁上端主筋に設ける拘束筋量を実験変数

とした計 3 体である。図－2 に試験体形状および接合部

配筋詳細をそれぞれ示す。柱断面は 350mm×350mm，梁

断面は 250mm×350mmである。文献 3)で十分な拘束筋を

設け高い変形性能を示した試験体 L-3-MMR-R と同一の

配筋を有する試験体 L-3-100%を標準試験体とし，変形

角が 4%に達するまで強度を維持することを目標として

新たに計画した。これは文献 3)では規格材料強度に基づ

く設計より，やや過剰な余裕度が結果的に付与されてい

たためである。試験体 L-3-100%を基準に斜め圧縮力が

梁主筋に 60°の角度で作用することを仮定し梁主筋あ

たりの拘束筋本数を 3 本（拘束筋の間隔 89mm）に減じ

た試験体 L-3-75%，斜め圧縮力の作用角度を 45°と仮定

し梁主筋あたりの拘束筋本数を 2 本（拘束筋の間隔

112mm）に減じた試験体 L-3-50%を計画した。表－2 に

試験体諸元を示す。同表の定着補強帯筋および定着補強

中子筋（図－2(b)）の必要量に対する余裕度は文献 4)で

提案された算定式に基づく。全ての試験体において，文

献 5)を参考に拘束筋の定着長さは鉄筋直径の 35 倍以上

を確保している。梁上端主筋拘束筋の必要量に対する余

裕度は，2.1 節で説明したコンクリートの圧縮力 Cが梁

上端主筋に対して角度 θで作用すると仮定した場合にお

ける理論必要量（𝑛）に対する数値を示すが，垂直方向

に作用すると仮定した場合の参考値を括弧内に併記した。

表－1 拘束筋間隔の算出における諸条件 

梁主筋 D13，コンクリート 拘束筋 D6 

𝑑𝑏=13（mm） 

𝜎𝐵=24（N/mm2） 

𝜎𝑦=391（N/mm2） 

A=31.67（mm2） 

 

 
(a)試験体形状（unit: mm） 

 
(b)接合部配筋詳細 

 
(c)梁上端主筋が受ける斜め圧縮力の作用角度 

図－2 試験体形状，接合部配筋詳細および 

梁上端主筋が受ける斜め圧縮力の作用角度 
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表－2 試験体諸元 

 L-3-100% L-3-75% L-3-50% 

接 

合 

部 

横補強筋 D6 

接合部補強筋本数 5 

定着補強帯筋数（柱） 
2 

(余裕度 100%) 

定着補強中子筋数 

（柱，載荷直交方向） 

柱中段筋それぞれに 2 組 (ﾌｯｸは図－2 参照) 

(余裕度 150%) 

定着補強中子筋数 

（柱，載荷方向） 

柱中段筋それぞれに 2 組 (ﾌｯｸは図－2 参照) 

(余裕度 150%) 

定着補強筋数（梁） 
各 3 (両端 180°ﾌｯｸ) 

(余裕度 107%) 

拘束筋（U 字形） 
4U-D6 

(SD345)@63 

3U-D6 

(SD345)@89 

2U-D6 

(SD345)@112 

余裕度 角度 θ 

（垂直方向） 

127%, θ=90° 

(127%) 

121%, θ=60° 

(85%) 

130%, θ=45° 

(65%) 

接合部補強筋比 Th/Tcy 0.7 

接合部横補強筋比 pjw 0.6% 

柱 

BxD 350×350 mm 

主筋 12-D13 (SD345) 

引張鉄筋比 0.47% 

せん断補強筋 D6 (SD345)@50 

せん断補強筋比 0.36% 

梁 

BxD 250×350 mm 

主筋 10-D13 (SD345) 

引張鉄筋比 0.82% 

せん断補強筋 D6 (SD345)@100 

せん断補強筋比 0.25% 

梁柱曲げ 

強度比 

正 0.79 

負 0.66 

 

表－3 コンクリートの材料特性 

 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度 

L-3-100% 24.9 N/mm2 2.58×104 N/mm2 1.73 N/mm2 

L-3-75% 25.3 N/mm2 2.71×104 N/mm2 2.64 N/mm2 

L-3-50% 26.4 N/mm2 2.73×104 N/mm2 2.69 N/mm2 

 

表－4 鉄筋の材料特性 

TYPE 

(SD345) 
降伏強度 

降伏強度時

ひずみ 
ヤング係数 引張強度 

D6 391 N/mm2※ 4,073 𝜇※ 18.9×104 N/mm2 557 N/mm2 

D13 397 N/mm2 2,074 𝜇 19.2×104 N/mm2 538 N/mm2 

※0.2%オフセット値（材料試験による応力－ひずみ関係に基づく） 
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なお，梁および柱の曲げ強度の計算において，正載荷時

は梁および柱に圧縮力，負載荷時は引張力が作用するた

めそれぞれ当該軸力を考慮した。 

 また，コンクリートの材料特性は表－3 に，鉄筋の材

料特性は表－4にそれぞれ示す。なお，D6の鉄筋につい

ては明確な上降伏点が確認されなかったため，0.2％オ

フセット値を用いた。 

2.3 載荷計画 

図－3 に実験装置を示す。試験体は載荷フレームに対

して柱端部をピン支持とし，南側梁端部には両端にピン

配置した剛強な鉛直材で支持することで，水平方向のロ

ーラ支持と同等の機構を再現した。さらに，梁に作用す

るせん断力を測定するため，上記の鉛直材にはロードセ

ルを内蔵した。実験は反力壁に設置したオイルジャッキ

（500kN）を用いて梁端部に水平力をそれぞれ正負交番

繰り返しで作用させた。 

水平力載荷は変位制御とし，梁中心高さの相対水平

変位δを柱の反曲点－梁中心間の高さ h（=710mm）で

除した層間変形角 R（=δ/h）に基づき，R=0.125 および

0.25%rad を 1 サイクル，0.5，1.0，1.5，2.0，3.0 および

4.0%rad を 2 サイクルずつ与えた。ここで，相対水平変

位δは南側梁端水平変位から柱端部のピン中心の水平変

位を差し引いた値として定義した。ただし，実験結果よ

り後者の水平変位は微小であったことを補足する。 

 

3. 実験結果 

 図－4に各試験体の柱せん断力 Qc－変形角 Rの関係，

図－5にR=4.0%radにおける各試験体の観測面（正面），

上面および柱外端面の最終破壊状況を示す。また，写真

－1 に各試験体の最終破壊状況を示す。なお，図－4(a)

には文献 3)の試験体 L-3-MMR-Rの柱せん断力 Qc－変形

角 Rの関係を青線で併記する。また，同図には柱および

梁曲げ強度も併記する。 

3.1 荷重－変形角関係と破壊経過  

(1) L-3-100%（拘束筋量 4-D6/本: 想定圧縮力角度 90°） 

 正載荷では，R=0.25%rad のサイクルで梁の危険断面

に曲げひび割れが発生し，R=0.5%rad のサイクルで柱の

危険断面に曲げひび割れを確認した。R=1.0%rad のサイ

クルでは，接合部上面で梁主筋の押し上げによる定着金

具付近のひび割れと接合部正面のせん断ひび割れが発生

した。R=1.5%rad のサイクルで梁主筋の降伏を確認した。

R=3.0%rad のサイクルで柱主筋の降伏，柱北側面（載荷

直交方向）でコンクリートの盛り上がりを確認し，最大

強度 161.8kN を記録した。その後，R=4.0%rad のサイク

ルで接合部入隅部の圧壊を確認した。 

負載荷では，R=0.25%rad のサイクルで柱および梁の

危険断面に曲げひび割れが発生し，R=1.5%rad のサイク

ルで梁主筋の降伏を確認した。R=4.0%rad のサイクルで

最大強度-94kN を記録した。ここで，梁曲げ強度計算に

用いた ACI ストレスブロック法 6)では，①断面力の釣合

に基づく一定の中立軸位置，②鉄筋とコンクリートの完

全付着，③コンクリートの引張強度の無視，④ストレス

ブロックの均一な応力分布を仮定しているが，負載荷時

にはこれらの仮定，特に②と④が満たされなかったため，

実験強度が計算値よりも低くなったと考えられる。梁接

合部上端梁主筋入隅位置でコンクリートの剥落が見られ

 
Unit: mm 

図－3 実験装置 
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図－4 柱せん断力 Qc－変形角 Rの関係 
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たが，最終変形角まで安定した履歴性状を示した。試験

体 L-3-MMR-R と同様に正負載荷ともに最終変形角まで

梁主筋の定着破壊は発生せず安定した履歴性状を示した。 

(2) L-3-75%（拘束筋量 3-D6/本: 想定圧縮力角度 60°） 

 正載荷では，R=1.5%rad のサイクルまで試験体 L-3-

100%と概ね同様な破壊経過を示した。R=3.0%radのサイ

クルにおいて柱主筋の降伏，接合部側面（柱北側面）で

コンクリートの盛り上がりを確認し，最大強度 159.0kN

を記録した。R=4.0%rad のサイクルで接合部入隅部の圧

壊が見られた。 

負載荷ではR=1.5%radのサイクルまで試験体L-3-100%

と概ね同様な破壊経過を示した。R=4.0%rad のサイクル

で最大強度-92.3kN を記録し，コンクリートが剥落し，

梁主筋が露出した。 

試験体 L-3-100%と比較して拘束筋量に着目して考察

すると，拘束筋本数を 1 本減じたが正負載荷ともに最終

変形角まで梁主筋の定着破壊は発生せず安定した履歴性

状を示した。 

(3) L-3-50%（拘束筋量 2-D6/本: 想定圧縮力角度 45°） 

 正載荷では，R=3.0%rad のサイクルまで試験体 L-3-

75%と概ね同様な破壊経過を示した。R=3.0%rad のサイ

クルで最大強度 154.5kN を記録した。R=4.0%rad のサイ

クルでは強度低下と接合部入隅部の圧壊を確認した。 

負載荷ではR=1.5%radのサイクルまで試験体L-3-100%

   
(a) L-3-100% (b) L-3-75% (c) L-3-50% 

図－5 R=4.0%rad における各試験体の観測面，上面および柱外端面の最終破壊状況 

 

   

(a) L-3-100% (b) L-3-75% (c) L-3-50% 

写真－1 各試験体の最終破壊状況 
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(a) 柱梁接合部内の梁上端主筋 (b) 梁主筋の定着補強筋 

図－6 ひずみ測定位置 

 

 

   
(a) L-3-100% (b) L-3-75% (c) L-3-50% 

図－7 正載荷ピーク時の柱梁接合部内の梁上端主筋ひずみ－変形角関係 
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と概ね同様な破壊経過を示した。R=3.0%rad のサイクル

で最大強度-95.7kN を記録した。その後，R=4.0%rad の

サイクルでコンクリートが剥落し，梁主筋が露出した。 

試験体 L-3-100%と比較して拘束筋量に着目して考察

すると，拘束筋本数を 2 本減らしたことにより正載荷の

R=4.0%radのサイクルにおいて強度低下が見られた。 

3.2 定着破壊の検討 

 本節では柱梁接合部内の梁上端主筋のひずみを用いて

定着破壊の発生を検討する。図－6(a)に柱梁接合部内

の梁上端主筋のひずみ測定位置を，図－7 に正載荷のサ

イクルピーク時の柱梁接合部内の梁上端主筋ひずみ－変

形角の関係を示す。なお，ひずみゲージ B3，B7 は危険

断面から梁主筋端部までの中央のひずみを，B4，B8 は

梁主筋端部（定着金具直下）のひずみを計測した。 

(1) L-3-100%（拘束筋量 4-D6/本: 想定圧縮力角度 90°） 

 図－4(a)で正載荷および負載荷ともに強度低下が生じ

ていないことや，図－7(a)より全ての梁主筋の定着金具

端部のひずみが漸増したため，定着破壊は発生しなかっ

たと判断した。 

(2) L-3-75%（拘束筋量 3-D6/本: 想定圧縮力角度 60°） 

 図－4(b)で正載荷および負載荷ともに強度低下が生じ

ていないことや，図－7(b)より B4 以外の梁主筋の定着

金具端部ひずみが漸増したため，定着部全体としての定

着破壊は発生しなかったと判断した。ただし，

R=4.0%rad のサイクルにおいて B4 のひずみの低下や梁

主筋定着金具付近のコンクリートの剝離が観察された

（図－5(b)）。 

(3) L-3-50%（拘束筋量 2-D6/本: 想定圧縮力角度 45°） 

 図－4(c)において，正載荷では強度低下を確認したこ

とや，図－7(c)より大半の梁上端主筋の定着金具端部に

おいて R=4.0%rad のサイクルでひずみが低下したことか

ら定着金具の支圧作用が劣化し，定着破壊が発生したと

判断した。また，カバーコンクリートの剥落も確認され

た（図－5(c)）。 

 負載荷では他の試験体と同様に，図－4(c)に示すよう

に強度低下は生じなかったため，定着破壊は生じなかっ

たと判断した。 

3.3 梁主筋端部に設けた定着補強筋ひずみの推移 

 図－6(b)に梁定着補強筋のひずみ測定位置，図－8 に

正載荷サイクルピーク時におけるひずみ－変形角の関係

を示す。なお，同図は R=1.0%radから R=4.0%radのサイ

クルにおけるピーク時のひずみを示す。 

 

   
(a) L-3-100% (b) L-3-75% (c) L-3-50% 

図－8 梁定着補強筋の正載荷ピーク時におけるひずみ－変形角関係 

 

L-3-100% L-3-75% L-3-50% 

 

 

 

 

 

 

(a) ひずみ測定位置 

 

   
(b) ひずみ－変形角関係 

図－9 梁主筋における拘束筋のひずみ測定位置および正載荷ピーク時における平均ひずみ－変形角関係 
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試験体 L-3-100%では，最終変形角まで梁定着補強筋

のひずみは鉄筋の降伏後に見られる急激なひずみの増大

が確認されなかった。このことから，梁主筋定着部に対

する補強筋量は十分であり，定着破壊を防止できたと考

えられる。試験体 L-3-75%および試験体 L-3-50%では，

試験体 L-3-100%と比較して一部の定着補強筋の急激な

ひずみの増大が見られた。R=4.0%rad のサイクルにおい

て試験体 L-3-75%では外端主筋に配した 3 本の定着補強

筋のうち 2 本が 0.2%オフセット降伏強度時ひずみに相

当する 4,073μを超過し，試験体 L-3-50%では全ての定着

補強筋が上記相当のひずみを記録した（1本は 0.2%オフ

セット降伏強度時のひずみの 95%）。接合部内梁主筋に

沿う拘束筋の数を減少させたことにより，主筋に沿って

作用するコンクリートの斜め圧縮力（図－2）に対する

梁主筋定着部（端部）の定着補強筋の負担が増大したた

めと考えられる。 

3.4 拘束筋ひずみの推移 

 図－9 に梁主筋における拘束筋のひずみ測定位置およ

びひずみ－変形角関係を示す。なお，同図は R=1.0%rad

から R=4.0%rad のサイクルピーク時のひずみでグラフ中

の凡例に表記している 2 点の平均値としている。 

全試験体で拘束筋のひずみは最終変形角までおよそ

2,000μ 未満のひずみを記録した。定着破壊が発生しなか

った試験体 L-3-100%では各拘束筋のひずみは最大で

1,200μ 程度で，拘束筋量は十分であると判断された。試

験体 L-3-75%についても各拘束筋のひずみは試験体 L-3-

100%とほぼ同じく最大で 1,200μ 程度であり，強度低下

が発生していないことから，拘束筋量は定着破壊を抑制

するための必要量を満たしていたと判断した。ただし，

R=3.0%rad までは拘束筋をまたぐひび割れの拡幅は見ら

れなかったが，R=4.0%rad ではひび割れが拡幅し始めた。

一方，試験体 L-3-50%ではひび割れの損傷状況は試験体

L-3-75%と近似した。一方，全ての定着補強筋が 4,073μ

に達した R=4.0%rad では定着補強筋付近の拘束筋のひず

み（R1，R2，R3，R4）が試験体 L-3-100%および試験体

L-3-75%よりも増大した。これらのひずみは 0.2%オフセ

ット降伏強度時のひずみには達していなかったが，

0.2%オフセット降伏強度をヤング係数で除したひずみ

程度に達した。以上を総合して，試験体 L-3-50%の拘束

筋量は R=4.0%rad の変形性能を確保するためには不十分

であったと判断した。 

 

4. まとめ 

 本研究により得られた知見を以下に示す。 

 接合部変形に伴うコンクリートから梁主筋への圧縮力

が垂直に作用すると仮定して必要拘束筋量を配した試験

体 L-3-100%および作用角度を 60°と仮定して配した試

験体 L-3-75%では，正負載荷ともに 4%の大変形域まで

安定した復元力特性を示し，同変形角まで定着破壊は確

認されなかった。一方，圧縮力の作用角度を 45°と仮

定した試験体 L-3-50%は両試験体と比べて構造性能が低

下し，定着破壊が発生したことにより目標変形角である

4％に達する前に強度の低下が見られた。 

 以上より，試験体L-3-100%とL-3-75%の接合部内梁主

筋に対する拘束筋量（および定着補強筋量）は十分であ

ったと考えられる。一方，試験体 L-3-50%においては特

に拘束筋量が高い変形性能を得るには不十分であること

を明らかにし，合理的な拘束筋設計における知見を実験

的に得た。 
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